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（１（１（１（１））））    インターネット利用者数及び人口普及率インターネット利用者数及び人口普及率インターネット利用者数及び人口普及率インターネット利用者数及び人口普及率    （個人）（個人）（個人）（個人）    

   平成 22 年の 1 年間にインターネットを利用したことのある人は推計で 9,462 万人と、前年に

比べ 54 万人の増加。人口普及率は 78.2％となった。 

インターネット利用者を利用端末別にみると、「パソコン、モバイル端末（携帯電話・ＰＨＳ等）

併用」が最も多く、6,495 万人（利用者全体の 68.6％）で、次いで、「パソコンからのみ」が 1,509

万人（同 15.9％）、「モバイル端末からのみ」が 744 万人（同 7.9％）、「パソコン、モバイル端末

ゲーム機・ＴＶ等のいずれも」が 630 万人（同 6.7％）となっている。 
 

インターネット利用者数及び人口普及率の推移インターネット利用者数及び人口普及率の推移インターネット利用者数及び人口普及率の推移インターネット利用者数及び人口普及率の推移((((個人個人個人個人) ) ) )     

    

    

    

    

    

    
 

 
（注） ① 平成９～12年末までの数値は「通信白書（現情報通信白書）」から抜粋。 

② インターネット利用者数（推計）は、６歳以上で、調査対象年の１年間に、インターネットを利用したことがある者を対象として行った本

調査の結果からの推計値。インターネット接続機器については、パソコン、携帯電話・ＰＨＳ、携帯情報端末、ゲーム機等あらゆるものを含

み（当該機器を所有しているか否かは問わない。）、利用目的等についても、個人的な利用、仕事上の利用、学校での利用等あらゆるものを含

む。 

③ 平成13年末以降のインターネット利用者数は、6歳以上の推計人口（国勢調査結果及び生命表等を用いて推計）に本調査で得られた6歳以

上のインターネット利用率を乗じて算出 

④ 調査対象年齢については、平成11年末まで15～69歳、平成12年末は15～79歳、平成13年末以降は６歳以上。 

    

インターネット利用端末の種類（個人）インターネット利用端末の種類（個人）インターネット利用端末の種類（個人）インターネット利用端末の種類（個人）（平成 22 年末）    

    

    

    

    

    

１１１１    インターネット等の普及状況インターネット等の普及状況インターネット等の普及状況インターネット等の普及状況 

（※）モバイル端末：携帯電話、ＰＨＳ、携帯情報端末（ＰＤＡ）及びタブレット型端末を指す。 

1,155

1,694

2,706

4,708

5,593

6,942

7,730
7,948

8,529 8,754 8,811 9,091
9,408 9,4629,4629,4629,462

9.2
13.4

21.4

37.1 

46.3 

57.8 

64.3 66.0 
70.8 72.6 73.0

75.3
78.0 78.278.278.278.2

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

平成9年末 平成10年末 平成11年末 平成12年末 平成13年末 平成14年末 平成15年末 平成16年末 平成17年末 平成18年末 平成19年末 平成20年末 平成21年末 平成22年末

（万人）

利用者数利用者数利用者数利用者数 人口普及率人口普及率人口普及率人口普及率

パソコンからのみ

1,509万人【15.9％】

パソコン、モバイル端末併用

6,495万人【68.6％】

パソコンからの利用者

8,706万人【92.0％】

モバイル端末からの利用者

7,878万人【83.   ％】

ゲーム機・ＴＶ等

からの利用者

715万人【7.6％】

モバイル端末からのみ

744万人【7.9％】 ゲーム機・ＴＶ等

からのみ

３万人【0.0％】

パソコン、モバイル端末、

ゲーム機・TV等のいずれも

630万人【6.7％】

73万人

【0.8％】

９万人

【0.1％】
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※黄色網掛けが修正箇所 
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１１１１    インターネット等の普及状況インターネット等の普及状況インターネット等の普及状況インターネット等の普及状況 
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（万人）

利用者数利用者数利用者数利用者数 人口普及率人口普及率人口普及率人口普及率

パソコンからのみ

1,509万人【15.9％】

パソコン、モバイル端末併用

6,495万人【68.6％】

パソコンからの利用者

8,706万人【92.0％】

モバイル端末からの利用者

7,878万人【83. ％】

ゲーム機・ＴＶ等

からの利用者

715万人【7.6％】

モバイル端末からのみ

744万人【7.9％】 ゲーム機・ＴＶ等

からのみ

３万人【0.0％】

パソコン、モバイル端末、

ゲーム機・TV等のいずれも

630万人【6.7％】

73万人

【0.8％】

９万人

【0.1％】
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（誤） 

 



14 

 

    

テレワークテレワークテレワークテレワークを利用する従業員の割合を利用する従業員の割合を利用する従業員の割合を利用する従業員の割合（平成 22 年末）    

    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    

テレワークのテレワークのテレワークのテレワークの導入目的導入目的導入目的導入目的（複数回答）（複数回答）（複数回答）（複数回答）（平成 22 年末）    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

テレワークのテレワークのテレワークのテレワークの効果効果効果効果（平成 22 年末） 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

非常に効果はあっ

た 23.1%

ある程度効果は

あった 72.3%

効果はなかった

4.0%

無回答 0.6%

平成22年末(n=221)

５%未満

51.8%

５%～10%未満

8.2%

10%～30%未満

27.4%

30%～50%未満

2.4%

50%～80%未満

1.1%

80%以上 1.6%

無回答

7.7%

平成22年末(n=221)
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0% 10% 20% 30% 40% 50%

定型的業務の効率性（生産性）の向上

勤務者の移動時間の短縮

非常時（地震、新型インフルエンザ等）の事業継続に備えて

顧客満足度の向上

オフィスコストの削減

勤務者にゆとりと健康的な生活の実現

付加価値創造業務の創造性の向上

通勤弱者（身障者、高齢者、育児中の女性等）への対応

優秀な人材の雇用確保

交通代替によるCO2削減等地球温暖化対策

その他

無回答
平成22年末(n=221)

平成22年通信利用動向調査 報道発表資料 別添14ページの正誤表 

※黄色網掛けが修正箇所 

（正） 
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その他

無回答
平成22年末(n=221)

（誤） 
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（６） インターネットを利用した広告の実施状況  

インターネットを利用した広告を実施している企業の割合は 29.1％で、実施率を業種別にみる

と、「金融・保険業」が 53.6％と最も高く、次いで、「サービス業・その他」（38.0％）、「卸売・小売業」

（34.7％）となっている。 

行った広告の種類では、「バナー広告」が 47.3％と最も多く、次いで、「メールマガジン」

（36.9％）、「テキスト広告」（33.6％）となっている。 

 

インターネット広告の実施率（平成22年末） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

実施したインターネット広告の種類（複数回答）（平成22年末） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（※）リッチメディア広告：マウスの動きに合わせて表示が動いたり、ストリーミング技術で動画を表示したりするような音声や映像を活用

しているもの。 

（※）コンテンツ連動型：Ｗｅｂコンテンツの内容を解析し、内容と関連のある広告を配信するもの。 
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(ターゲティングメールなど）

リッチメディア広告

コンテンツ連動型

スポンサーシップ広告

（編集タイアップなど）

その他インターネット広告
平成22年末(n=668)

経済室
テキスト ボックス
平成22年通信利用動向調査  報道発表資料  別添17ページの正誤表
                 ※黄色網掛けが修正箇所
                         （正）
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                         （誤）


